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In this Paper， a relationship between war damage and grow也 ofJapanese 
cities is investigated. 
Firstly， damage si知組on，land r回djus卸lentand proce回 ofcity fonnation 
are studied. 
S配 ondly，war-damaged cities are ∞mpared wi出 theother cities by 
di町並1Inantfunction method which uses some measurements of city 
formation. 
1 .はじめに
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第二次世界大戦において日本は、米軍の空襲を受け多くの人命が奪われ、街は焦土となるなどの
大きな被害を受けた。終戦から半世紀、その後の戦災復興都市計画などにより戦災都市も次第に復
興していった.戦後50年間を経過した現時点において、戦災、非戦災都市の都市形成の過程を各種
の都市計画基礎資料を用いて比較検討することは、今後の各種の都市計画的施策を行なうための基
礎資料として重要である.
上記の背景により本研究では、まず、福井市について被災状況、戦災復興土地区画整理事業およ
びその後の都市形成の過程について調ペる。次に、全国の都市について被災状況を調べ、いくつか
の指標により戦災都市と非戦災都市を比較する。また、その指標を用いて判別分析を行ない、判別
的中都市、誤判別都市に分類し、その特徴をみることにより戦災が都市形成に与えた影響について
考察する。
本環境設計工学科 林博士後期課程 牢牢牢佐藤工業株式会社
348 
2.福井市の戦災状況と都市形成
( 1 )福井市の被災状況
戦局がきわめて悪化した昭和20年、全国各市が次々と空襲にさらされているとき、福井市は昭和
20年 7月19日22時ごろ B29、120機の猛爆撃をうけ「全国最高の被災率J といわれるほどの95%の
市街地が焼失により消減した(図ー 1)。サイパン島を飛ぴたったアメリカ軍機は、米原方面を通
って福井市上空に飛来し、まず照明弾を爆烈させて市街外周に焼夷段をばらまき、次第に中心部ヘ
渦巻き状に焼夷弾を落とした.焼夷弾は全市を火で包み、市街地の防空壕にいた人々はほとんど熱
気で蒸し焼きとなり、水を求めて福井城の堀や足羽川に飛び込んだ人たちは折り重なって死んでい
った織物の町J としてパラシュート布を織っていた紡績工場も全滅した.この約 2時間にわた
る空襲の被害は、擢災面積約594ha、権災戸数22，847戸、擢災人口92，300人、死者1，576人、負傷
者1，566人にのぼり、一回の空襲にして本市南端の一部の市街地を除く、市街地の95%が灰煙に帰
したのであった。この中には、国民学校、中学校、師範学校、専門学校など16校、東西両別院を含
む寺院136、日赤病院、県庁その他市街地内の官公庁全部があり、コンクリート堅牢建築物18戸や、
織物王国福井の繊維、紡績工場の全てもその例外ではなかった。
( 2 )福井市における戦災復興事業
戦災復興土地区画整理事業は、国の中央機関である「戦災復興院j の「戦災復興計画基本方針j
に基づき、特別都市計画法により全国の戦災を受けた都市を対象に施行された。福井市の復興にあ
たっては、緊急事態として昭和20年10月20日に県市合同の福井市復興事務所を開設し、戦前策定の
道路網の検討を中心にその計画を樹立するなど急速な措置がとられたが、その復興計画の骨子は以
下のとおりである。
図-1 福井市の被災地区 図-2 福井市の戦災復興土地区画整理区域
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復興計画の理念
・繊維工業中心の総合産業を再建発達させ、北陸西部における政治、産業、経済、文化、交通の
中心都市にふさわしい近代的な、文化のかおり高い都市の建設。
-美しい防災都市の建設
計画の基本方針
・繊維産業中心の各種産業の発展と防災を重点に、街路の幅員を画期的に拡大し工業敷地の留保
と工業条件を強化する
-商業消費活動を活発にするため、商庖街や繊維問屋街の配置については街区構成上特別の注意
を払う。
-県庁、市役所付近を政治、経済の中心として都市美を構成する。
・適正規模の公園、緑地を調和的に配置し、足羽川河岸の緑地帯や足羽山自然公園を整備する。
・市街地全域に改良下水道を建設し、近代都市の基盤をつくる。
-北陸本線のカーブを直線化し、福井駅を東に移転し駅前広場を設け、一等地の効率的利用を図
る。
・寺院境内の墓地を整理統合して墓園を造成し、跡地の有効利用をはかる。
・県営総合運動場を整備拡張し、野球場・グラウンド・水泳プール・その他の施設を充実する。
・事業区域は焼失区域とするが、除々に焼失区域外に拡大する。
以上の基本方針に基づき土地利用計画、街路計画、公園緑地計画、墓地計画、下水道計画が樹立
され、各計画の実現に向けて県知事施行による区画整理事業が進められていった。以下では、前述
した戦災復興事業がどのように進められていったかについて、それぞれの項目についてみていく。
①戦災復興土地区画整理事業
約595haの擢災面積に対し、約557haの区域を区画整理区域として着手したが、その後 3回の変更
により、最終区域面積は556haとなった(図-2 )。なお施行区域があまりにも広大なので、施行
を容易に進めるために、最終的に 7つの工区設定を行い事業が行なわれた。本事業は、当初昭和25
年度までに完了するよう昭和21年 9月戦災復興院告示で施行命令を受けたが、物価の変動、その他
財政事情により昭和29年、昭和33年さらに昭和37年まで 3回にわたる変更手続きをとり、執行年度
の延長が行なわれ、その投入事業費(換地処分経費を除く)は約 6億 6千万円(昭和33年まで)で
あった。
②土地利用計画
戦災復興計画策定の際(昭和24年)、既定計画が全面的に廃止され、福井市を中心とする商業地
域および業務中心地の拡大、繊維工業の育成、住み良い住宅地の提供等を主眼とした地方中心都市
的性格の新たな土地利用計画が樹立され、用途地域の大幅な変更がなされている。この時の指定の
ポイントをあげると、商業地域については、福井駅前から電車通りを経て呉服町に至る従来からの
商業活動中心地を中心的な商業地域とするとともに、当該地域と郊外部との主要連絡道路沿線を路
線式商業地域と指定したこと。工業地域については、将来の発展を考慮し慎重に検討され、地下水、
土地の形質、交通運輸の利便性への配慮とともに、在来の大工場をなるべく包含するという方針が
とられ、結果として橋南一帯の北陸線・福井鉄道福武線沿いの部分、橋北の北陸線以東が指定され
たこと.そして住居地域については商業地域を囲む周辺地区と郊外国園部の住宅適地が指定された
ことなどである。
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③道路計画
旧都市計画法の適用を受け、昭和 7年に初めて都市計画道路網が決定されている。戦後になって、
特別都市計画法の下での戦災復興計画のなかで、街路網は抜本的に見直され、近代的文化都市の基
礎づくりに向けて新たな計画網が決定された。その計画網の特徴をあげると、市街地中央に国道
( 8号線)を縦走させたこと、旧福井駅前通りの堅牢建築物の並ぶ繁華街をさけるべく福井駅を北
側に移し、ごの表裏広場から市街地の中央を横断する装飾道路を配したこと、街路網計画の決定は
一部の計画街路を除いて戦災区域内にとどめ復興事業の進展を待って戦災区域外の連絡道路を決定
することとしたこと。その他防災、降雪、多雨を考慮して歩道幅員を広くしたことなどがあげられ
る。
④公園緑地計画
昭和21年に戦災復興計画基本方針に準拠して「適性規模の公園、緑地を市街地全域にわたって調
和的に配置し、また足羽川の河岸に緑地帯を造成し、足羽山自然公園の整備に努力する。 Jという
方針を決定し「市街地の中心地点に中央公園を設け、その東西南北に近隣公園を配置する。そして
この聞に児童公園を普遍的におく。公園の敷地面積は土地区画整理面積の10%程度とする。」とい
う基本方針のもとに、中央公園、東公園、西公園、お泉水公園等の25公園、 1緑地、面積16.7haの
公園緑地計画が決定された。
( 3 )福井市の被災地区と非被災地区
ここでは、福井での被災地区、非被災地区の特徴について比較を行なう。福井における被災地は
当時から市街地を形成していた地区である。福井の場合、被災地全域が市街地であり現在でも市街
地中心部を形成している。そのため被災地区と非被災地区を比較した場合、市街地中心部とその周
辺部とを比較したものと同じような結果がえられるが、ここではいくつかの特徴的な要素について
比較する。
①人口の変化
福井市の市街地中心部にあたる被災地区の人口は、近年減少傾向にあり 5年間で、 5%以上の人
口が滅少している。これに対して、非被災地区であるその周辺地区は、郊外の宅地化が進んだこと
により年々人口が増加しており、この地区の 5年ごとの人口増加率は、 7%前後となっている。
②利用地率
戦災地区の利用地率96.8%に対して非戦災地区は76.1%となっており、戦災地区は、他の地区よ
り高度に利用されている.しかし近年これらの地区の伸び率は頭打ちになっており、逆に非戦災地
区であるその周辺部の伸び率が高くなっている。
③木造、非木造(表-1 ) 
市街地中心部を構成する被災地区の方が、
木造建築物の割合が高い.すなわち、被災
地区は早くから市街地が進んだため木造建
築物が多く。逆に非被災地区はそれよりも
遅れて開発されたために非木造建築物の割
合が、高くなっている.
表-1 木造、非木造 (%) 
被災 非被災
木造 61.9 56.9 
非木造 38.1 43.1 
④建築年次(表-2 ) 
被災地区に建築年次の古い建物が多い。
被災地区は、昭和30年以前からの建物の占
める割合が非常に高いことにより、当時か
らすでに市街化が進んでおり、その反面、
昭和51年以降に建築された割合が低くなっ
ている。また非被災地区は、昭和51年以降
に建てられた建物の割合が高く、昭和30年
以前の建築物の割合が非常に低いことから
昭和30年以降になってから発展してきた地
区である。
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表-2 建築年次 (%) 
被災 非被災
M-S30 23.0 7. 7 
S31-50 49.7 43.6 
S51-H2 27.3 48.7 
これまでみてきたことから、福井市は戦災と震災という 2つの災害により非常に大きな被害を受
けながら、その後の復興計画などにより、全国でもトップクラスの整備率を誇る都市へと発展して
きた。これは復興計画が願調に進められていったご土や、この復興計画で得られた経験をもとに復
興計画区域以外の区域までに整備を進めていった結果であるということができる。このことから福
井市は、戦後の戦災復興土地区画整理事業を中心とした整備事業が有効に機能し順調に成長してき
た都市であるということができる。
3 .戦災都市の状況
( 1 )全国の空襲状況
太平洋戦争下の米軍による初の日本本土爆撃は、昭和17年 4月18日ですでに米空母から発進した
B 25爆撃機による東京などへの奇襲攻撃である。約 2年後の昭和19年 6月より、今度は B29によっ
て、日本各都市への本格的な爆撃が始まる。翌22年 3月10日未明約300機もの B29による大規模無
差別爆撃の火の雨が東京下町地区に集中した。わずか 2時間あまりの空襲で、 100万人もの都民が
家を焼けだされ、焼け野原を埋め尽くした死者は、推定で10万人にも及んだとされる。東京に大惨
禍をもたらした B29は、すぐに機首を西へと転じ名古屋、大阪、神戸を焦土に変え、 5月下旬に焼
け残りの東京と、隣接する横浜を狙い、これで 5大都市を壊滅させた。
6月からは、機動艦隊と硫黄島から発進した戦闘機群を従えて、中小都市を一つずつしらみ潰し
の爆撃作戦に入る。炎天の 8月、最後のとどめをさすかのように、 2発の原子爆弾が広島、長崎に
投下され、全国100以上の都市が焼かれ、文字どおり瓦醸の日本列島となって、 15日正午の終戦を
迎えた。
米軍の資料によれば、太平洋戦争下に米軍が日本本土に投下した爆弾(焼夷弾)の総重量は約16
万トンで、 B29の延べ出撃機数は 3万3000機に達した。内外の資料を統合した中日新聞の資料によ
れば、太平洋戦争下における国内人口の擢災率は、 1000万人を越え、負傷者は約100万人、死者は
約60万人と推定される。
( 2 )全国の被災状況と被災率
とこでは、都市の被災状況を知るために、被災都市の擢災建物棟数、擢災建物面積、擢災人口、
死傷者数を示す。また被災前の建物棟数、人口との比により建物被災率、人口被災率を求め各地の
被災の度合いをみる。建物被災率と人口被災率は、次式により求める。
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建物被災率
擢災建物棟数
擢災前建物棟数
都市毎の被災率の大きさを図-3に示す。
人口被災率
擢災人口
擢災前人口
この図から、被災率の高い都市が太平洋側の都市に集中しており、新潟、富山、福井の各市を除
けば日本海側には高い被災率を示す都市は少ないことがわかる。また当時の主要な軍需産業都市、
軍事都市も大きな被害を受けており、軍事的な拠点となる都市が空襲により大きな打撃を受けてい
る。
- 251 
. ， 25- 501 
-150 - 751 
.175 - 1001 
-.0 "
o 150km 
今、3
i/.・
被災事=
眠災都市の被災事
図-3 全国の被災率
被災人口
Cフ
" .，.~~;1 !
/tf 
被災前人口
353 
表-3 対象都市の被災率
都市名 被災率 都市名 被災率 都市名 被災率
100% "-' 80% 宇都宮 5 3 2 池田 l 3 
豊中 5 1 3 八幡浜 l 2 
八王子 9 6 . 1 西宮 5 1 O 函館 1 2 
浜松 9 5 9 川崎 5 0 . 6 )11口 1 2 
長岡 9 4 7 名古屋 5 0 . 酒問
福井 9 2 8 横浜 4 7 6 浦和 l O 
広島 9 1 9 四日市 4 7 . 5 秋田 O 9 
福山 8 8 . 5 岡崎 4 7 1 盛岡 O. 9 
高松 8 8 . 2 銚子 4 5 8 市川 O. 7 
水戸 8 7 . 8 呉 4 4 9 新居浜 O 6 
目立 8 7 . 1 長崎 4 4 4 京都 O 5 
甲府 8 6 . 2 堺 4 3 . 8 船橋 O. 3 
新宮 8 3 . 2 高知 4 3 . 6 帯広 O. 2 
沼津 8 2 . 6 大垣 4 2 3 横須賀 O 2 
千葉 4 0 4 高岡 O 1 
80%-----60% 
40%"-'20% o % (非戦災都市)
青森 7 9 6 
一宮 7 8 . 8 熊谷 3 4. 7 札幌 大津
岡山 7 7 8 大牟田 3 0 . 9 小樽 彦根
富山 7 7 6 都城 2 8 9 旭川 福知山
藤沢 7 6 . 7 宮崎 2 8 . 5 弘前 舞鶴
平塚 7 6 O 熊本 2 8 . O 石巻 貝塚
今治 7 5 6 下関 2 6 4 山形 高槻
桑名 7 2 5 宇部 2 5 1 米沢 奈良
徳島 7 2 4 延岡 2 5 . 1 鶴岡 田辺
宇和島 7 0 7 久留米 2 4 5 会津若松 鳥取
敦賀 7 0 O 尼崎 2 3 . 7 福島 米子
明石 6 9 . 8 佐世保 2 3 . O 足利 松江
神戸 6 9 . 7 仙台 2 2 3 栃木 倉敷
津 6 9 . 2 郡山 2 2 1 桐生 津山
和歌山 6 7 . 8 大分 2 0 6 川越 尾道
前橋 6 7 . 3 武蔵野 三原
豊橋 6 1 6 20% "-' 0 % 鎌倉 防府
鹿児島 6 1 5 茅ケ崎 山口
福岡 1 9 . 6 新潟 萩
60% ~ 40% i1J路 1 1 8 三条 丸亀
高崎 4 7 金沢 直方
松山 5 9 . 5 松阪 4 4 七尾 飯塚
岐阜 5 8 . 5 室開 4 3 長野 佐賀
静岡 5 8 . 2 海南 4. 3 松本 唐津
姫路 5 6 . 9 岸和田 4 . 2 上回 八代
清水 5 6 2 小田原 3 . 5 岡谷 別府
徳山 5 4 . 8 半田 2 5 飯田 中津
大阪 5 4 7 吹田 1 . 9 高山
東京 5 4 . 2 八戸 1 . 7 熱海
釜石 5 3 6 大宮 1 . 7 瀬戸
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4.市街化速度による戦災都市、非戦災都市の分析
ここでは、 DID面積、 DID人口をもとに市街化速度を求めそのピーク値、ピーク年度および
被災率により各都市を分類し戦災都市、非戦災都市について比較する。ここで比較を行なうのは、
昭和15年頃までに市制が施されていた都市(昭和15年都市年鑑による)で現在、当時と同じ市名の
ままで存在している都市とし、合計150都市を対象とする。表 3に、対象とする150都市の被災率
を示す。市街化速度は、次式により求められる。
市街化速度 .r x2 + y2 
x t年から t+ 5年の DID人口増加率
y t年から t+ 5年の DID面積増加率
対象都市を、被災率と市街化速度のピーク年度により分類したものを、表-4に示す。表-4は、
市街化の速度がどの時期に最大に達したかを示すもので、都市の各種開発行為の歴史をみる点で意
味がある.被災率別に考察すると以下のとおりである。
①被災率 (100%~80%)
ここに分類される都市はすべてピーク値が S40---S50に入っている。特に S45---S50にピークのあ
る都市が多いことに注目できる。
②被災率 (80%---60%)
S45---S55を中心にして、全体的に分布していることがわかる。このことから、ここには様々な性
格をもっ都市が分類されている。
表-4 被災率、市街化速度(ピーク年度)による都市分類
ピーケ
S35~S40 S40~S45 S45~S50 S50~S55 S55-S60 S60~H2 
被災率
高甲松府、 浜松、 沼津 λ水新宮戸王子、日福立島井、長岡
100%-80% 、広 6、7%福)山(33%) 
和歎山、 阪沢、明石、 津育メ寸入蘇 平戸塚 一宮 前岡橋山、 富鹿山児、島豊、橋 桑名、字和島、 敦賀、
80%-60% 
治、神、 J徳島、
(6%) (11%) (39%) (28%) (11%) (6%) 
東大長崎京阪、 川筆崎中、 清西水宮2高5知E、ij軒松釜四石山日市、宇、都徳宮山、、 岡崎、 iJ~子、60%-40% 
(29%) (42%) (21%) ( 4%) (4%) 
尼崎、熊本、 仙字部台、 熊都谷滅、、下関
40%-20% 
佐大世牟保回、 久留米、 大分、延岡、宮崎 郡山、
(14%) (36%) (21%) (21%) (7%) 
20%-0% 
八半海戸南田、、川池田口、 船吹橋田
i衛福居岡F浜l、i八幡E浜自帯大広宮、 歓松阪回、 高別崎府
函館、 沼田、
(25%) (46%) (21%) (4%) (4%) 
札茅津λ幌山代ケ崎、三、三条武原、蔵、野倉飯般縁
小桐総聖尾縛道生本戸良、、騎旭川上大米館章子惨回(3、、1 歯高松Z関醐) 岡山谷江 弘福鎌彦鳥前島倉線取、 石足厳貝荻巻利潟縁、、中栃米七緯悶沢木尾辺
山金福丸直形沢知亀方、山魚会津梅舞府若鎗、倍f星、野
飯田 山口、
0% 
、防 、佐賀
(17%) (28%) (20%) (2%) (2%) 
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@被災率 (60%~40%)
ここでは、 S35~S50 にピークがある都市がほとんどを占めている。特に S35~S40 といった早い時
期に、ピークを迎えている都市の割合が非常に高いことに注目できる。ごのことは大都市およびそ
の周辺都市がここに多く含まれていることも影響している。
④被災率 (40%~20%)
ここに分類される都市は比較的広く分布しており、分布の中心は S40~S50 になっている。
⑤被災率 (20%~0%)
主に S35~S50の聞に分布しているが、その中でも特に S40~S45に分類されている都市が多い。
@被災率 (0%) 
S35----S55にかけて均等に分布している。このグループに分類される都市が 6グループのなかでい
ちばん多いことから、こごには様々な性格をもっ都市が分類されており、広い範囲に均等に分布し
ている。
以上より、被災率の高い都市は市街化速度のピークが、被災率の低い都市や非戦災都市に比パ遅
い年に現れているといえる。これは、被災の中心となり大きな被害を受けた市の中心部の整備にま
ず重点がおかれ、戦災復興事業などが行なわれたために、あまり市街地が外にむかつて拡大しなか
った為このような傾向となったと考えられる。
これに対して戦災による被害をあまり受けなかった都市は比較的早い時期に市中心部が整備され、
モ タリゼーションの進展への対応のために、市街地が周辺部に広がったため市街化速度のピーク
が、早くみられることになったと考えられる。ピーク値については、主に被災率80%以上の都市と
非戦災都市でピーク値が大きくなっている。被災率の高い都市はそれまでの市中心部の整備が終わ
り、急速に市街地の拡大が進んだのではないかと考えられる.また非戦災都市については、大都市
や大規模な工場、コンビナートなどその都市に強いインパクトを与えるものの存在により急激な市
街地の拡大が進んだこと等によると考えられる。
5 .戦災がその後の都市形成に与えた影響
( 1 )判別分析とその結果
とこでは、戦災都市、非戦災都市が、その
後の都市形成によりどのように変化してきた
のか、そしてどのような指標に戦災の影響が
あらわれているのかを把握するために判別分
析を行なう o 150の対象都市を被災率により
区分し 3つのグループに分けいくつかの指標
を用いて判別分析を行なった。指標の入れ替
え、被災率の区分により 10通りの分析を行い、
その中で判別的中率の一番高いものによって
検討を行なう.判別的中率が一番高くなった
のは、被災率の区分を 0%、 o~80% 、 80----
100%としたもので全体の的中率は67.3%で
あった。
Al 
A2 
A3 
A4 
A5 
A6 
A7 
表-5 指標と判別係数
指標 判別係数
区画整理率 (H2 ) -0.286 
道路密度 (H2 ) 0.206 
市街化速度ピーク値 -0. 721 
人口密度 (H2 ) -1. 858 
DID面積率 (H2 ) 2.331 
太平洋側、日本海側、内陸 -0.411 
人口 (H2 ) 0.207 
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ここで用いた 7指標と判別係数を表ー 5に示す。これより、被災率を外的基準として都市を分類
する際、 DID面積率、人口密度、市街化速度ピーク値といった指標が、分類に与える影響が強い
ということができる.なお、戦災が比較的太平洋側に多いことも考慮して、説明変数として A6を
用いたが、判別係数は小さく地理的位置の影響は比較的小さいといえる。
判別分析の結果は表-6に示すとおりであるが、この事j別分析の結果より誤判別された都市につ
いて考察を行なう。分析結果をみてわかることは、非戦災都市である区分 1の的中率は、 71.4%と
比較的高い値を示しているのに対して、中間のグループにあたる区分 2は、 64.7%と 3ゲループの
なかではいちばん的中率が低くなっている。これは、区分した被災率の範囲が 0%から80%未満と
広いために、同区分のなかでも被災率の高い都市、低い都市の聞のバラツキが大きく誤判断される
ケースが多かったといえる。
①区分 1
この区分に分類されるのは56都市でそのうち的中したのは40都市である。また区分 3に誤判断さ
れた都市は 7都市であった。ここではその 7都市について考察を行なう。
区分 1に分類される都市は、人口10万人以下が多いなかで、この 7都市すべてが人口10万人以上
の都市であった。また区画整理率についてみるとととに分類される60%以上の都市が、 10%未満で
あるのに対してこの 7都市すべてが10%を超えており、特に金沢、奈良などは、 25%以上と高くな
っている。また市街化速度のピーク値は、比較的ピーク値の高い都市が多く見られる.人口密度は、
最高が川越の2792人/knf、最低が鳥取の600人/knfとなっており極端に密度の高い都市、低い都
市は見られない.また DID面積率では、最高が川越の28.5%となっており、面積率の比較的低い
都市が多いことがわかる。
表-6 判別分析結果
X 0% 0%~80% 80%~100% 
青蘇、秋田、郡山、岸高崎、宇都宮、 甲府、新宮
0% 船橋、高岡、京都、 和田、字部、
八幡浜、佐世保
40 1 2 2 
鎌倉、茅が崎、新潟、尾道、三原、 目立
0~80% 佐賀、八代、中津、別府
9 5 5 1 
札幌、弘前、石巻、川越、金沢、奈良 釧路、帯広、八戸阜、仙台、沼田、前橋
鳥取 熊谷、敦賀、岐 、静岡、清水、豊橋
80~ 100% 岡崎、桑名、岡山、徳山、延岡、宮崎
都城
7 1 8 6 
小得、旭川、山形、米沢、鏑問、 函館、玄関、盛岡、釜石、水戸、 )JIロ 八王子、長岡、福井、広島、福山、
会津若松、福島、足利、栃木、桐生、 浦和、大宮、千葉、銚子、市川、東京 高松
武蔵野、三条、七尾、長野、松本、 横浜、 川崎宮、横須阜賀、 平草原、 藤沢、
上回、岡谷津、飯図、高山、熱海、瀬戸 小田原、 山、敏 、大題、浜松、
松阪、大 、彦銀、福知山、舞鶴、 沼津、名古屋、一宮、半田、津、
的中 津貝塚、高視、田辺、米子、松江、倉敷 四日市、大阪、堺、豊中、池田、吹田
山、防府、飯塚、山口、萩、丸亀、 神戸、 西宮海、尼兵崎、 姫路、 明石、
直方、唐津 和歌山、 商、 、下関高、徳知島、松山
今治、字和島、新居浜、 、福岡、
大牟田、久留米、長崎、熊本、大分、
鹿児島
7 1. 4 % 64. 7 % 66. 7 % 
計 67. 3 % 
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これらのごとによりここに誤判断された 7都市は比較的整備の進んだ都市が多く、 JI越を除けば
3大都市圏からは直接の影響を受けにくい地方部の都市であり、札幌、金沢といった地方の中心的
な都市がここに含まれているといえる。
区分 2に誤判断された都市に、際立った特徴は見られないが区画整理率などが低く比較的都市の
整備度が低い都市が多い。また茅ヶ崎、鎌倉などの人口密度、 DID面積率の極端に高い都市があ
る反面、三原、尾道のように人口密度、 DID面積率ともに低い都市も含まれている。
②区分 2
ここに分類される都市は85都市と一番多く、被災率が 0%から80%までと範囲が広いために的中
率は64.7%と一番低くなっている。
区分 1に誤判断された都市は、青森、宇都宮、佐世保を除けば比較的戦災による被害の小さい都
市である。区画整理率は多くの都市で10%以下となっており、どちらかといえば都市整備の進んで
いない都市が多いということができる。また直接大都市圏の影響を受けると考えられる船橋、京都、
岸和田の人口密度は高くなっているが、それ以外の都市は比較的人口密度が低く、 DID面積率も
低い都市が多い。
区分 3~こ誤判断された都市で帯広、酒田、八戸以外の 15都市は被災率が高く戦災により大きな被
害を受けている都市である。ここに分類された都市の特徴としてはどの都市も区画整理率が高いこ
と、人口密度はほぼ1000- 2000人/凶の範囲にあり、 DID面積率は比較的低いことなどがあ
げられ、これは区分 1で区分 3に誤判断された都市の特徴と似ていることがわかる。
③区分 3
ここに分類される都市は 9都市であり、他の区分よりも少なくなっている。このうち区分 1に誤
判断されたのが甲府、新宮の 2都市、区分 2に誤判断されたのが目立であった。
区分 3に分類される都市の特徴としては、区画整理率が高くまた市街化速度ピーク値も比較的高
くなっている。また人口密度は、ほぽ1000~ 2000人/凶の聞に入り、 DID面積率は、 10~20
%になっている。
ここで誤判別された 3都市についてみてみると、新宮は区画整理率は低く、人口密度、 DID面
積率はほかの都市に比べ極端に低くなっている。これらが誤判別の原因となったと考えられる。甲
府の場合は、区画整理率の低さが目立つ。また市街化速度のピーク値もほかの都市より比較的低く
なっている。また目立については、ほかの都市と際立った違いは見られないが、区画整理事、道路
密度、市街化速度ピーク値とも比較的低い値となっている。
( 2 )考察
戦後、戦災都市、非戦災都市がそれぞれどのように都市形成されてきたのか、そしてその都市形
成の過程はどのような指標に反映され戦災の影響について説明することができるのかについて考察
を行なう。判別係数を見ると DID面積率、人口密度、市街化速度ピ ク値の値が高く、都市を被
災率により分類する際、特にこれらの指標がきいているといえる。また、太平洋、日本海側という
地理的位置はそれ程説明力は大きくない。
実際には、非戦災都市でありながらもっとも被災率が高いグループに判別された 7都市の特徴を
見てみると、人口の少ない都市の多い非戦災都市のなかでこれらの都市は比較的人口が多く、区画
整理率、道路密度など都市の整備状況を示す値が高くなっている.これらのことから、この 7都市
は比較的、整備の進んだ都市が多く、そして 3大都市圏からは直接影響を受けにくい地方部の都市
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が多くなっており、札幌、金沢といった地方の中心的な都市が多く含まれているといえる。
次に、戦災により非常に大きな被害を受けながら非戦災都市と判別された甲府、新宮の 2都市に
ついてみてみると、この 2都市は区画整理率、道路密度、 DID面積率などの値が他の都市より低
くなっており、戦後から現在にかけて、他の都市ほどは都市の整備が進まなかったと考えられる。
6. まとめ
①福井市は昭和20年 7月19日の空襲により、市街地の95%を焼失するという非常に大きな被害を
受けた。しかし、その後の戦災復興土地区画整理事業等により被災地区を中心に復興していった。
そして、その周辺地区の整備も進み全国一の区画整理率を示すまでになった。
②被災率の高い都市は東京、大阪、名古屋の大都市圏を中心に第一国土軸上に集中しているとい
える。それに対し日本海側には、被災率の高い都市は少なく 70%以上の被災率の都市は、青森、長
岡、富山、福井、敦賀の 5都市のみとなっている。大規模な人口の集積地区、また軍需産業を主要
産業としている都市の被災率が高い.
③戦災、非戦災都市を比較して特に大きな違いがみられたのが人口伸び率による比較である.道
路密度、区画整理率の高い都市は、被災率も高くなっており戦災復興事業の影響がうかがえる.ま
た市街化速度については、被災率の高い都市はピークが遅れていることがわかる。
④判別分析により戦後の都市成長要因のうち、市街化速度ピーク値、 DID面積率、人口密度な
どが戦災都市、非戦災都市というものを特色づける要因として挙げられる。高い被災率を示す都市
の特徴としては、区画整理率、道路密度などの値が高いことが挙げられ、人口密度は100....200人
/knfの範囲に入り、 DID面積率は、 20%前後の都市が多いということがいえる.逆に非戦災都
市の特徴としては道路密度、区画整理率等が低くあまり整備の進んでいない都市が多いことが挙げ
られる。
本研究では、戦災により大きな被害を受け復興してきた都市として福井市をとりあげたが、非戦
災都市について具体的にみることができなかった。今後の課題として判別分析により、誤判別され
た都市をとりあげて事例研究を行い福井との比較を行なうことが挙げられる。
参考資料
( 1 )福井市史編集委員会 福井市史 1976 
( 2 )福井県 福井県史 1956 
( 3 )福井県建設技術協会 福井県土木史 1983 
( 4 )福井県土木部 福井戦災復興誌 1959 
